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１．平成19年３月期の連結業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 58,007 1.5 6,174 4.9 5,626 5.1 3,157 20.5

18年３月期 57,157 5.8 5,888 52.0 5,352 63.6 2,620 48.8

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年３月期 187 77 182 80 20.6 7.6 10.6

18年３月期 169 33 146 45 21.9 9.0 10.3

（参考）持分法投資損益 19年３月期 －百万円 18年３月期 －百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期 82,635 16,577 20.1 988 59

18年３月期 65,104 14,082 21.6 839 12

（参考）自己資本 19年３月期 16,577百万円 18年３月期 －百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年３月期 △17,848 △6,431 17,383 9,768

18年３月期 3,513 △3,890 3,422 16,664

２．配当の状況

１株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年３月期 10 00 10 00 20 00 313 11.8 2.7
19年３月期 11 00 11 00 22 00 371 11.7 2.4

20年３月期（予想） 12 00 12 00 24 00 － 11.5 －

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 29,250 △0.4 3,600 18.8 3,000 9.7 1,700 7.9 101 38

通　期 65,000 12.1 7,200 16.6 6,150 9.3 3,500 10.8 208 72
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　有

（注）詳細は、28ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年３月期 17,203,091株 18年３月期 16,902,998株

②　期末自己株式数 19年３月期 433,945株 18年３月期 186,407株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、42ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年３月期の個別業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 54,614 △0.5 5,992 6.6 5,487 6.8 3,111 24.6

18年３月期 54,907 3.6 5,619 47.6 5,138 59.8 2,497 44.3

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

19年３月期 185 05 180 15

18年３月期 161 68 139 84

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期 80,036 16,221 20.3 967 36

18年３月期 63,703 13,766 21.6 820 56

（参考）自己資本 19年３月期 16,221百万円 18年３月期 －百万円

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 27,000 △3.3 3,400 14.2 2,850 5.7 1,600 4.3 95 41

通　期 59,400 8.8 6,850 14.3 5,750 4.8 3,290 5.7 196 19

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記に記載した予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業

績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の５ページを御参照下さい。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

概況

　グローバル経済リスク、地球規模の自然環境問題、地政学リスク、少子高齢化など、とてつもなく大き

な課題が顕在し逃げることなく向かって行かなければならないのは無論のこと、むしろそれがもたらす大

きな変革に対し新しい発展のエネルギーとして取り組み、その中で自社の存在を見つけ出さなければ持続

的成長への可能性は無いものと思われます。

　世界経済にあっては、米国の過剰消費に始まり、中国の過剰投資、そして欧州の過剰流動性といった三

大過剰に引きずられ、BRICs始め中東・アフリカも好調を維持していると言えます。ただそうした地球全体

における信用創造が極限に近く膨張している中では、グローバル経済がもたらす連鎖による波が何時どの

くらいの規模で起こるかの未知なるリスクを視野に入れた中で、各国当局者の連携と協力体制の下そのリー

ダーシップが強く求められます。

　わが国経済は、好景気が続きながらも他国に比しあまり高い成長に結びついていないのは、相継ぐ規制

強化や他国との競争の中で思いのほか各企業での慎重な姿勢が見られ、企業内部の貯蓄増加とは対照的に

個人への所得配分が少なく１％台にまで落ち込んだ個人貯蓄率の低下に因るものと言え、企業の成長の成

果をより個人へ振り向けることで貯蓄・投資・成長へと流れる好循環を導きだすことが今後の成長のため

にも必要と思われます。また19年５月からの三角合併解禁は、国内企業がより世界の荒波に飲み込まれる

か、あるいは共存しながらさらなる成長へと進化を見せるかのスタートでもあるようです。

　そうした中で当業界は、土地仕入代金の上昇に伴う販売価格上昇を見越した売惜しみの蔓延も加わり、

人気エリアの都心一極集中状態から郊外へとシフト換えの傾向が鮮明になっていると言えます。ただそう

した価格上昇が際立つ地域ほど販売鈍化が散見されてもおり、業者の思惑に比してエンドのお客様はあま

り踊らされることなく冷静であるかのようです。一時的あるいは局部的な現象をさも一般的であるかのよ

うな市場誘導が横行しつつあるなかで、そうした声に惑わされることなく良い商品・良いサービスであれ

ば、時代に関係なくまた規模・エリアにも特定されることなく、お客様は必ず付いてきて下さるという過

去の経験を常に忘れず事業に生かすことが求められます。

　このような状況下にあって、当社は自社企画分譲マンション「レーベンハイム」シリーズを、当社の一

貫した販売コンセプトであります第一次取得者の方を中心に、誰もが無理なく安心な価格にて購入して頂

くことを常に心がけながら、積極的な営業展開を行いました。

 

①  当期の経営成績

ａ） 成績概況

　㈱タカラレーベン本体では、分譲マンションにおいては、完成在庫が139戸に増加し引渡計上戸数が

1,520戸と減少したにも関わらず、川越２案件を含む埼玉４案件と茨城２案件が30％に近い粗利益率を確

保するなど、上期下期ともに安定利益を得られたことから、全体としても18年３月期の24.6％をさらに上

回る25.5％と言う通常の目標からは高すぎるとさえ思われる粗利益率になっております。一戸建てについ

ては、計画からは若干の未達ではあるものの本格化の初年としては6.2％シェアを果たし充分な貢献と言

えます。加えて中古もまだ数としては少ないものの前期の７戸から66戸へと大幅な伸びを示しており更な

る成長が期待されます。また文京区春日の一棟売りが減少要因であった家賃収入については、新たに７棟

の購入が進んだことから逆に大幅な伸びを示しており、初期コスト加算から当期の粗利益率としては抑制

されるものの翌期以降に期待が膨らみます。

　対前期では、売上高はやや少なめの0.5％減少となったものの、あとの利益項目については順調な伸び

を示しております。当期に会計処理の変更から広告宣伝費において781百万円の追加費用計上がありなが

らも、減損計上をした前期に比較して当期純利益は24.6％の大幅上昇となっております。

　対計画では、完成在庫が積みあがったことから売上高では未達となったものの、営業外でのコスト削減

等が寄与して経常利益が3.5％増加、当期純利益も4.4％の増加を示しております。

　次に連結においては、㈱レーベンコミュニティでは、受託管理が13,370戸の21.0％増と年間目標である

20％増の進捗を遂げたのに加え、リフォームや物販、工事受注等においても44.0％増と順調な伸びを示し

ております。さらに周辺事業も着実に伸びてきていることから、対前年同期では売上高が36.6％増となり

また当期純利益も78.6％の大幅増加を示し、グループにおける貢献度の伸びも期待を超えるものとなって

おります。
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　㈱タフコでは、金融事業に加え周辺事業での手数料が伸びており、貢献度合いは僅かではあるものの

67.0％の大幅な利益増加が見られております。

　㈱タカラライブネットでは、販売代理受託中心から、31.3％の上昇が示すように徐々に中古市場へと本

来の活躍の場所へその比重を移しつつあります。全体の売上高も77.3％の増加を示しております。

　㈱アズパートナーズでは、介護事業において当期４施設が本格稼動を始めておりますが、前半の足踏み

状態から抜け出し後半はお客様への丁寧なサービスが徐々に認知されたことから、稼動のアップとともに

介護事業における予定利益のマイナス幅が思いのほか縮小しております。また並行して手がける不動産仲

介事業も順調に推移しております。

　グループ全体として対前年同期からは、売上高をはじめ全利益項目において増益を果たし、34期に引き

続いての２期間の大幅な増益となっておりますが、当社方針からはやや上昇幅が大きいように思われます。

　また対計画からは、売上高において微減ながら経常利益0.7％、当期利益0.2％と各増加を示しておりま

す。

 

ｂ） 事業別の業績

（不動産販売事業）

  分譲マンション23棟(1,520戸)の販売46,845百万円、新築戸建分譲やテナントビル売却及び中古マンショ

ン分譲等の売却7,129百万円により、当事業売上高は53,974百万円(前年同期比0.6％減)となりました。

（不動産賃貸事業）

  賃貸マンション及びその他事務所・店舗からの賃貸収益により、当事業売上高は748百万円(前年同期比

38.4％増)となりました。

(不動産管理事業)

  居住用マンション253棟(13,370戸)などからの管理収益により、当事業売上高は1,220百万円(前年同期比

21.2％増)となりました。

(その他事業)

  分譲マンション販売に伴うオプション工事の受注による収入や不動産販売代理受託手数料及び介護事業等

により、その他事業の売上高は2,063百万円(前年同期比55.9％増)となりました。

 

ｃ） 項目別説明

      （売上高）

　分譲マンション事業は150戸超の大型物件２棟を含め23棟（1,520戸）の引渡しにより46,845百万円となり

ました。また新築戸建分譲並びに土地区画分譲では7,129百万円となったほか、不動産賃貸事業では、賃貸マ

ンション及びその他事務所・店舗からの賃貸収益により748百万円となり、不動産管理事業では管理戸数13,370

戸と前年同期比2,318戸増加し1,220百万円となりました。その他事業では不動産販売代理受託手数料等によ

り2,063百万円となりました。

 以上の結果、当期の売上高は58,007百万円と前年同期比1.5％増加しております。

       （売上原価）

　分譲マンション販売に加え、テナントビル売却及び新築戸建分譲並びに土地区画分譲等により43,706百万円

と前年同期比0.9％増加しております。売上原価率は、前期に比べ粗利益率の高い物件が多かったことから

75.3％と前年同期比0.5ポイント減少しております。

           （販売費及び一般管理費）

　販売費及び一般管理費は8,126百万円と前年同期比2.1％増加しておりますが、これは不動産販売事業が好調

だったこと及び分譲マンションに係る広告宣伝費の会計処理の変更による影響であります。

           （営業外損益）

　営業外収益は、受取出向料の発生等により、301百万円と前年同期比23.1％増加しております。

営業外費用は、プロジェクト資金の借入金増加により支払利息が増加し、849百万円と前年同期比8.9％増加

しております。
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       （特別損益）

特別利益は、投資有価証券の売却益5百万円であります。

　特別損失は、減損損失、固定資産除却損及び事業所移転費用等の計上により189百万円となり、前年同期比

79.1％減少しております。

  こうした営業展開の結果、当連結会計年度の売上高は58,007百万円(前年同期比1.5％増)、経常利益は5,626

百万円(前年同期比5.1％増)、当期純利益は3,157百万円(前年同期比20.5％増)となりました。 

②  次期の見通し

　金融緩和解除に伴う金利上昇や不動産融資・ファンド融資への監督官庁による監視強化等は、その影響はま

だ軽微であるものの、不動産市場における信用創造膨張に対して発せられる警鐘シグナルの一つとして、注視

していく必要があると思います。

　一方で良い商品作り、良いサービスの提供をすれば、いつでもどこでも支持されることを肝に銘じた上で、

次期への着実な積みあげを行うものであります。

　まず仕入については、既に３年程度分の仕入を行ったことから36期では売上計上戸数相当分を上限として仕

入を行うこととし、数を追うことなく余裕の中で選別して行くよう考えております。また販売については、供

給抑制に伴う契約低下の現象が見られた35期の反省をふまえ、バランスある安定供給と安定契約が成されるこ

とが必要であります。建築コストが上昇し、その影響が懸念されるものの、36期の全物件については仕様アッ

プを含め既に確定させ折り込み済みであります。37期物件については引き続き検証中であります。

　こうした中で次期業績の見通しとしては、まず不動産販売事業において、分譲マンションは1,676戸の引渡

を予定しておりますが、全戸仕入済みは当然ながら35期に契約済み戸数が1,068戸の63.7％と期待の70％には

届かないものの、最低目標である50％を遥かに超えていることから安定供給が成されるならば順調な契約に結

びつくものと思われ、リゾートや地方案件も含みながら引続き高い粗利益率を維持するものと思われます。戸

建は引続き大網、藤代、小川町の３現場にて130戸程度の供給を行うものの、回収は100戸程度に留めておりま

す。中古はタカラレーベンでのリニューアルマンションが順調に推移しており、柏に続き八王子39戸も販売か

ら２ヶ月で18戸の契約を果たすなど好調であります。さらに年央に１棟追加販売の予定をしております。加え

てタカラライブネットでも扱い戸数の増加を予定しており将来を見据えても早めにグループ内での中古事業を

確立させて参ります。

　不動産賃貸事業においては、35期仕入物件の安定稼動から大幅な増加が見込まれます。

　不動産管理事業においては、15,000戸台の管理戸数を目指しておりますが、さらなる上積みが期待されます。

　その他事業においては、レーベンコミュニティでのリフォーム等のスマイラックス部門にて10％の増加を見

込み、また介護事業では既稼動の４施設の安定化と新たに加わる文京区白山の貢献から大幅な収入増と、粗利

益において僅かであるものの介護事業単体でのプラスを見込んでおります。

　以上により20年３月期の見通しは、売上高65,000百万円(前年同期比12.1％増)、営業利益7,200百万円(前年

同期比16.6％増)、経常利益6,150百万円(前年同期比9.3％増)、当期純利益3,500百万円(前年同期比10.8％

増)を予定しております。

 

③  中期経営計画等の進捗状況

　前期までは対処すべき課題の項目の中で記載していたものを、今回から当欄にて記載するものであります。

ａ） 現中期３ヵ年計画についての進捗状況

　まず初年である34期では事業の多様性に対応するため、営業政策面からは戸建・中古対応として戸建事

業部の設立を、販売体制面からは戸数増加・広域化対応としてグループ制の導入と横浜・北関東支社の配

置を決め、また職場間コミュニケートを図るべく職場スペースの拡大を図った年であります。

　引き続いて現35期は２年目として、体制に応じた組織変更と社員の役割を明確にし意識改革を図りたい

との思いから、まず次代期を見据えた体制固めのために組織における新世代台頭として、代表取締役副社

長を据えまた新役員を登用するとともに、各支社や経営企画部といった重要ポストに若い人材を配置させ

ております。さらに営業部段階に留まるものの成果責任と管理目標での実績とをリンクさせた評価制度を

採用し社員のモチベーションを高めております。グループ間コミュニケートに関してはまだ今後の課題で

はあるものの、グループ全体での統一書式化を図る等の試みは現場からも有意性ある高い評価を受けてお

ります。

株式会社タカラレーベン（8897)平成 19 年３月期決算短信

－ 5 －



　最終３年目については、次期３ヵ年も見据えた上での最終年としてより根本的な取り組みを図る必要が

あるとの思いから、まず営業・開発・総合企画の各本部を横断的に掌握し、各部署の領域に捉われずに経

営資源の集中管理をしながら事業全体を円滑に動かすための機能としての役割と、また中長期事業計画の

進捗管理と状況に応じた政策・政略を下す機能としての役割を果たすために、社長直轄の事業戦略室を設

置致します。

　また内部統制からは法的対応の財務管理に留まらず事業全体に根付かせ、あらゆるリスクの見極めと対

処のために、リスク委員会を改善したコンプライアンス委員会を設置致します。加えてそうした方策から

の事業行動と業績数値が、理念・方針・ビジョンに基づいたものであることを常に意識するような社員教

育を全社的に行う予定であります。さらにグループにあっては、人的交流を図りながら連携ネットの構築

と役割の基準を決めて行くことが必要と考えております。

　上記記載の現３期中期経営計画の進捗経緯は長期計画を見据えた中での行動であることから、今後の展

開予想について以下に記載します。

　前３期間(14/4－17/3)の当社においては、ジャスダックから一部上場への最大の成長期であり、ある程

度の規模を創ることに併せて単体事業の充実を計ること、さらに分譲マンションのみでない多様化と資本

の充実を課題として取り組んだ自らの成長期と捉えられます。

　現３期間(17/4－20/3)は、多様化商品の本格化とともにそれを担うグループ各社が充実することで、全

体として質的厚みを増やし、また基礎を固めながらグループとして市場へ働きかけて行く安定期と捉えら

れます。

　次に次期３期間(20/4－23/3)は本来なら安定期に貯めた体力を発揮し攻めに出るところであるものの、

日本も含めた世界的な信用創造の異常な膨張からは激動の可能性も予想されることから、しばらくはその

動向の見極めが必要な時期と捉えております。特に世界的なイベントである米国の大統領選挙・中国のオ

リンピック・中国万博等のイベントが目白押しであり、これらの動向に注視しながら常に身軽に動ける体

制を整えておきたいところであります。次の３期間(23/4－26/3)で、もしも新しい変革期としての新しい

市場が形成されるならば、こうした激動期や変革期を当社の独自色を出す絶好機として捉えた行動が出来

るよう心がけて参りたいと思います。
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④　目標とする経営指標の達成状況

ａ） 管理指標としての選択理由

　当社では現在のところ、ROE(株主資本利益率)及びROA(使用総資本利益率)を重要な経営指標として捉え

ておりますが、常に資金効率の良い経営を行うことを方針として取組んでおり、その探求とともに指針的

指標も変化をしていくと思っております。

　ROE・ROAのそれぞれに共通な指標の構成要素である総資本回転率を高めるためには、この業界にあって

特に影響の高い棚卸資産回転期間の短縮を図ることが重要であると考えます。ただ、抑えることがベスト

ではなく、指標の安定化とバランスが重要であり、そのため当社では実効ある棚卸資産管理を行うため独

自に開発したバランス係数表を使用しております。

　当表は仕入から売上と、このラインに応じた在庫ならびに体制のいずれかが突出するということなくバ

ランスよく保持され、自分の力量を見極めつつ伸びていくこと、またそれぞれが牽制されつつ必然的に

引っぱられバランスを保つことを理想としており、指数が及ぼす牽制作用としてコーポレートガバナンス

の一形態としても捉えております。

ｂ） バランス係数表の構成概念

 PL項目 

BS項目 未供給在庫 完成在庫 

仕入 

(開発部) 
完成総数 供給 

(建築部) 

契約 

(営業部) 

売上 

（統括部) 

未契約在庫 契約済在庫 

企画確認取得 完成迄の完売 契約売上分積上 

仕掛不動産 ＝     棚 卸 資 産      － 販売用不動産 

構成概念については毎回説明済みのため簡潔表現にて記載致します。

・全項目(PL,BS共に)が完全に連動した表であります。

・PL項目とBS項目として複式チェックがなされています。

・部署間の連携を伴った組織管理表として使用されます。

・長期、短期ともに時間と数量の調節表として使用されます。

・さらに中長期的な年次管理に加えて、月次バランス表管理を行うことで上・下期のみでなく、四半期ご

との戸数管理調整も各部署間を通して行いつつありますが、加えて具体的プロジェクトを配した経過表

とセットで管理を行っており、さらなる全工程での平準化が図られつつあります。

c)  具体的進捗状況

（単位：戸）

 17年３月期 18年３月期 19年３月期

 仕入戸数 1,772 2,104 3,459

 供給戸数 1,913 1,978 1,400

 契約戸数 1,656 1,745 1,491

 売上戸数 1,594 1,631 1,520

 未供給在庫 938 1,064 3,123

 未契約在庫 707 940 849

 契約済在庫 983 1,097 1,068

合計棚卸在庫 2,628 3,101 5,040

 完成在庫 45 22 139

 契約残率 60.3％ 72.2％ 63.7％

（マンションのみの戸数であります。）
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バランス係数表の進捗評価

・未契約資産回転が31.3ヶ月と通常の12ヶ月を2.6倍も悪化させたのは仕入過多とともに、供給と契約が少ない

ことが要因であることから、今後は仕入を抑え供給を増加させることで４年程度にて解消と予想される。

・棚卸資産在庫が5,040戸と6,000戸にはまだ余裕が見られるものの、棚卸資産回転が39.7ヶ月を示し、上限の

目途である40ヶ月に近づいたことからこれ以上のバランス悪化は許されないと判断される。

・３期間の比較から検証した場合に

３期間供給合計が5,291戸であり、平均1,763戸

３期間契約合計が4,892戸であり、平均1,630戸

３期間売上合計が4,745戸であり、平均1,581戸

となり、供給は前２期が多く、売惜しみ要因だけでなく供給を抑える必要があったことから、結果として仕

入以外のバランスが図れたと言える。

17年３月期はバランスが良く取れている。

18年３月期は仕入が上昇し棚卸資産回転が若干悪化し要改善部分あり。

・今期契約が低いものの、新規供給が少ない割には健闘していると言える。

・20年３月期には仕入は売上と同程度にしながら、供給・契約を厚めにして全体在庫の適正化が必要。

ROE（単体）との検証

・各期のROEが18.8％、21.3％、20.8％と維持されているのは、ROEを構成する三要素からは、自己資本比率が

上昇し資産回転率が100％から75％へと低下したものの、高い売上高利益率が補っていることに因っておりま

す。

ROA（単体）との検証

・各期のROAが6.2%、8.8％、7.6％とやはり維持されているのは、二要素である資産回転率の低下を高い売上高

経常利益率が補っていることに因っております。

 

他指標との組合せ管理

当バランス係数表を基本指標に自己資本比率、CF、株価、格付け等との組合せを通して、牽制機能としての

複合的管理を行っております。

 

(2）財政状態に関する分析

①  当期の財政状態

 ａ） 財政状態の分析

　当社グループの当連結会計年度の財政状態は、今後の業績拡大に伴う用地仕入を積極的に行ったことか

ら、たな卸資産が増加し、総資産は82,635百万円と前年同期比26.9％増加しております。

（流動資産）

　今後の業績拡大に伴う用地仕入が順調に進んだことからたな卸資産が増加したことにより流動資産は

67,425百万円と前年同期比23.3％増加しております。

（固定資産）

　収益物件の取得による有形固定資産の増加等により固定資産は15,210百万円と前年同期比46.0％増加し

ております。

（流動負債）

　分譲マンションの用地取得に伴う借入金の増加により流動負債は40,342百万円と前年同期比3.5％増加し

ております。
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（固定負債）

　今後の業績拡大に伴う用地仕入及び収益物件の取得に伴なう長期借入金の増加により固定負債は25,715

百万円と前年同期比113.4％増加しております。

（純資産）

　当期純利益の積み上げ及び転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使による資本組入により、当

連結会計年度の純資産合計は16,577百万円と前年同期比17.7％増加しております。

 ｂ） キャッシュ・フローの分析

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ6,896

百万円減少し、9,768百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の減少は17,848百万円（前連結会計年度は3,513百万円の増加）となりました。これ

は主にたな卸資産の増加及び仕入債務の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の減少は6,431百万円（前連結会計年度は3,890百万円の減少）となりました。これ

は主に収益物件の取得に伴う有形固定資産の増加によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の増加は17,383百万円（前連結会計年度は3,422百万の増加）となりました。これは

主にたな卸資産増加に伴う借入金の増加によるものであります。 

        ②  キャッシュ・フロー指標のトレンド

平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期

自己資本比率（％） 18.2 21.6 20.1

時価ベースの自己資本比率（％） 27.8 46.5 33.8

債務償還年数（年） － 9.0 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 4.6 －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。

※平成17年３月期及び19年３月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため債務償還年数及びインタレス

ト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。
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        ③  次期の見通し

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加が見込まれるものの、仕入の抑制により当連

結会計年度に比べマイナス幅が減少する見込みであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得を計画しておりマイナスになる見込みであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加による借入を計画しておりプラスになる見込

みであります。

 

　以上の結果、次期の現金及び現金同等物の期末残高は151億円程度を見込んでおります。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当・次期の配当

　利益還元については、会社の最重要課題の一つとして位置付けており、事業展開と経営基盤の強化に必要な内部

留保を確保しつつ、業績に応じた適正な配当を安定的・継続的に行うことを基本方針としております。

　会社のライフサイクル(成長過程)からは、急成長期から安定成長期を経て再度の成長期へ移行しつつあると思わ

れるなかで、自己資本比率20％超えを達成しているものの成長のための投資に重点を置いたことから、さらなる財

務体質の強化が課題であると言えます。そうした背景を踏まえた現在の配当スタンスはバランスある投資と配当を

行うことを基本として考えております。

　具体的配当については以下のように考えております。

中間配当 期末配当 合計

第35期予想 普通配当 11.0円 11.0円 22.0円

中間配当 期末配当 合計

第36期予想 普通配当 12.0円 12.0円 24.0円

     

　なお配当に関しての基本的な判断については、配当性向のみといった特定の指標に偏ることなく株主資本配当率

(DOE)や配当利回り等の総合的な評価の中で考えながら、短期でなく長期に安定的に保有していただけるよう努力し

て参りたいと思っております。

　平成18年11月13日及び平成19年１月15日の取締役会における決議に基づき自己株式を247,000株取得いたしました。

これに伴い、平成19年３月31日現在の自己株式保有残高は433,945株となっております。なお、平成18年７月24日の

取締役会にて決議された自己株式取得については当該期間の取得はありません。
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２．企業集団の状況

　当社グループは、当社及び連結子会社４社によって構成され、東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県を中心

に不動産事業を展開しております。

　当社は主として分譲マンション「レーベンハイム」シリーズ並びに戸建住宅等の開発・企画・販売を行っ

ております。

　連結子会社 株式会社レーベンコミュニティは、分譲マンションの総合管理サービスを中心として行ってお

ります。

  連結子会社 株式会社タフコは、金融機関等の融資承認者への、顧客住宅ローンが実行されるまでのつなぎ

融資の取次業務を中心として行っております。

    連結子会社 株式会社タカラライブネットは、分譲マンション等の販売受託及び中古再販を中心として行っ

ております。

    連結子会社 株式会社アズパートナーズは、介護付有料老人ホームの運営を行っております。

(1）不動産販売事業

　当社は、首都圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）などを中心に分譲マンション「レーベンハイム」

シリーズの企画開発、販売を行っております。

(2）不動産賃貸事業

　当社は、東京都、埼玉県を中心に賃貸アパート及びマンションを所有し、その他貸店舗及び貸事務所を所

有し、賃貸事業を営んでおります。

(3）不動産管理事業

　連結子会社である株式会社レーベンコミュニティは、分譲マンションの清掃・保安管理等の総合管理サー

ビスを中心に行っております。

(4）融資取次事業

　連結子会社である株式会社タフコは、金融機関等の融資承認者への、顧客住宅ローン実行までのつなぎ融

資の取次業務を中心に行っております。

(5）介護事業

　連結子会社である株式会社アズパートナーズは、介護付有料老人ホームの運営を行っております。

(6）その他事業

　当社グループは、販売代理受託による手数料売上等、上記以外の事業を営んでおります。

　事業の系統図は、次の通りであります。

 

介護付有料老人ホーム 

施設利用者 

   

当    

社

 

連結子会社 

㈱ﾀｶﾗﾗｲﾌﾞﾈｯﾄ 

 

マンション 

購入顧客 

賃貸 

入居者 

連結子会社 

㈱ﾚｰﾍﾞﾝｺﾐｭﾆﾃｨ 

 
連結子会社 

㈱タフコ 

 

管理会社 

外部委託 

 

つなぎ融資の
取次業務 

賃貸物件管理業務 不動産賃貸事業 

不動産販売事業 

マンション等の
総合管理業務 マンション 等の媒介業務 

連結子会社 

㈱ｱｽﾞﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 
資産賃貸 介護事業 
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

＜経営理念＞

　当社グループは第一次取得者を中心に、誰もが無理なく安心して購入できる理想の住まいを提供し、夢実現のお

手伝いを致します。

＜経営方針＞

①　安定成長

　　当社グループは急激な成長ではなく安定した成長を目指します。

②　万一を想定し、常にバランス思想で

　自分の力量と市場環境とを見極め、常に万一を想定しながら、バランスの取れたエリア活動と投資判断を心

掛けております。

　主事業である分譲マンションは戸数が大量であるため、売れ残ることを前提とした会社の体制を図ることが

必要であると考えます。そのためには、積極的にお客様へ直接アピールをし、信頼を勝ち得ることが重要であ

ります。

③　逆読み思想

　好況期にあってはむしろ控えめに準備期間とし、低迷期にこそ知恵をしぼった、より良い商品を積極的に提

供していきます。

④　創造性（４人でやれる仕事を５人で）と逆境に強い社員

　普段はむしろゆとりのある仕事の中で創造性を養いながら、困難な時にこそネバーギブアップの精神で立ち

向かう逆境に強い社員を作り上げることが、強い会社を作るものと考えます。

⑤　存在価値の意識

　自己の欲求にのみ固執することなく、お客様と長い付き合いをするにはどうしたらよいかを常に考え、広く

社会に向かってその存在価値を認めてもらうことを心がけて行きます。 

　理念、方針については充分に社員に浸透し、各人が行動する上で常に念頭に置きながら判断の基準となるよう、

教育を図ることが必要と認識しております。さらに会社の進むべきビジョン、企業価値の向上、あるいはテーマで

ある顧客満足を実現させながらその結果として業績数字が出来上がることが理想であります。
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(2）中長期的な会社の経営戦略

 

　＜戦略概要＞ 

　当社グループの成長戦略は、中長期計画からも主たる分譲マンション1,600戸を中心として本格的に稼動を始め

た戸建、中古、介護に賃貸を加えた多様化商品の組合せに循環性を持たせた商品戦略の充実と、多様化商品に携

わるグループ各社が協力をしながら、顧客にとって使い勝手の良い総合的なサービスの提供を行うことでその存

在価値を認めてもらうことが、当面のグループ戦略であると考えます。

 

＜具体戦略＞

Ａ．概要

・　成長期を経て、現在の安定期から次なる激動期あるいは変革期を想定する中で、テーマを睨みながらの各

期毎の時間的戦略をつなげて行く必要があると思われます。

・　グループのコア事業である分譲マンションの充実については基本ベースは変わることなく、平均70戸前後

の単一マンションを75％程度のシェアとした上で、再開発型あるいは再生事業からの付加価値マンションが

加味され1,600戸体制として構成され、仕入から回収までが適正にバランス配置されるならば、市場の変化

にあまり左右されないコア事業が形成され経営の安定につながるものと考えております。

・　お客様のライフシーンに対し総合的なサービスの提供を常に考えて参りたいと思っております。

・　成長戦略の中でも自分を見失うことのないように自主規制を図ることが重要であり、販売におけるグロス

金額の目安、保有期間の目安、棚卸在庫の目安、そしてバランス配置については常に注視が必要であると考

えます。

・　当社の方針からはセグメント別・各事業分野別の各配分や成長の仕方も自ずと定まって行くものと考えて

おり、マンションのみが単独で伸びることは無いのと同様に、各セクションにおいても単独でなく互いに相

乗的な関係をもって伸びることが想定されます。

 

Ｂ．個々の戦略（既存）

　　　①　商品戦略

a)　エリア戦略

　得意とする埼玉を40％程度に・東京を20％程度として基本のコアに考えながら、あとは周辺エリアでの

供給を行う基本戦略に変化はありません。地方戦略については、地元の方に受け入れられるよう地域特性

を把握した特徴ある物件は安定した契約に結びつくことから、時間をかけた安定供給が必要であるものの

１都８県にまたがる仕入スピードとしてはやや早い感があり、営業体制との見極めが重要と考えます。

　また駅に近いリゾート物件を手がけつつあり売れ行きと収益性は高いものがありますが、その特殊性か

らは常に注意が必要と考えております。

　エリアについては集中し過ぎていることがむしろリスクとして課題であったことから、ある程度の地方

展開も併せた分散が必要と認識されるものの、体制やコストあるいは小グロス化に伴う扱い戸数の増加等

からは、当社平均価格帯である3,000万円前後に落ち着かせるようなエリア配分が必要と考えられます。

 

b)　商品規模戦略

　都心の大型物件はそれだけで付加価値を有すると考えられており、土地の異常な高騰はこの大型物件に

引きずられていることが大きいと思われます。当社の仕入方針からは中小型に注力をしている結果、戸数

の供給割合では大型が25％小型が50％を維持し、棟数の供給割合では大型が10％未満のところ小型は実に

80％に達している状況であります。中小型の場合はコスト上及び販売体制上の理由から競合が少ない分、

安定した仕入と利益に結びついていると言えますが、規模にあってもエリアと同様にいずれかに集中する

ことではなく常に夫々のリスクを睨みながらのバランス配置が今後も必要と考えます。

 

c)　価格戦略

　第一次取得者を需要の中心と考えるならば、安心な購入の平均価格は3,000万円が中心となり、上限も

よくて4,500万円程度と考えられることから、当社の場合にはこの価格帯に合わせた商品のエリアであり

規模に集約されると考えます。
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　　　②　販売戦略

　　取り扱う商品も多様化を示すなか、広告媒体も多様化を示しておりますが、どの媒体においても積極的

にお客様へアピールすることを常に心がけております。

a)　インターネット営業

インターネット、レーベン倶楽部

　広告媒体の中でもインターネットでの優位性が年々増加しているなかで、特にメール配信に伴う送信数

が飛躍的な伸びを示しており、前半までは月間で15,000件前後であったものが後半では40,000件にまで膨

れており今後に期待されます。さらにダブルフォローとの組合せからは、ネットにて資料請求されたお客

様とのタイミングは通常１ヶ月以内が目途であるものの、３ヶ月程度までに延ばすことを目指しておりま

す。

　こうしたネット戦略を通して、年間成約率も32％へと確実な上昇を示しております。加えてレーベン倶

楽部への加入者も32％の増加となっております。

　さらにホームページへの年間アクセス数も年々増加しており153万人に達しながらも、資料請求はその

内の8,550件と0.6％に留まっていることから、アクセス者からの情報を取得する方法を研究しており秋口

からの具体化を考えております。次年度は資料請求・モデル来場ともに15％アップが目標であります。

　グループ企業との提携により持家促進をお手伝いする法人提携(企業イントラネット広告)は、現在111

グループ324万人に拡大し安定契約の下支えをしておりますが、当期では特に宇都宮で効果が発揮されて

いるように、工場や工業団地等が多い地域での着実な実績が今後も見込まれます。

 

b)　販売体制

　当社が扱う案件は中小型をコアに考えておりますが、これは安定な仕入を図ることに加えて販売におい

ては、個々のお客様に細かな説明をし、また親身に接することで購入後においてもお客様に無理のない生

活が提供でき、後々に喜んで頂けるものと考えていることに因ります。

　ややもすると当社が主体的に扱う中小型案件は大型に比較して集客に劣ると思われがちであるものの、

当社実績からは集客では大型よりむしろ安定して良い結果が現れております。ただ都心物件や大型物件に

対して集客に対する契約率が劣ることから、この点についてさらなる改善を図ることで安定契約に結びつ

けていきたいと考えております

　今般プロジェクトごとに建築部・開発部・営業部からのPM集合のもとチーム編成を行っており、商品構

築での責任性を持たせることでより製販一貫体制に近づくよう考えております。

　またあらゆるラインナップからのお客様に対して良き提案者であり、良き相談者となるよう常に心がけ

ていきたいと思っております。

c)　建築企画戦略 

　商品動向に伴うニーズの多様化、コストアップへの対応、あるいは新基準法への対応では、よりプロ

ジェクトの初期段階での商品精度を高めることが必要になっていることから、その対応として建築部では

形態・法令に対応する企画チームと管理対応のための建築チームに分け、より専門性を発揮させるよう取

り組んでおります。

　建築コストの上昇については住設、サッシ、エレベーター関係等の価格調整から保有している今後の全

物件について３％程度の消化を既に図っており、また電気・設備については業者紹介システムを利用する

など、36期全物件については仕様調整も含め確定させております。37期以降物件について検証中でありま

すが、この１年にて15％程の値上がりがみられるものの、原油価格上昇の影響はやや不透明ながら、他の

建築資材等については値下がりも見られ始めており需給関係からも上限が見えてきたように思われます。

　南古谷の案件では当社購入者のアンケートからの声で一部企画が行政に採用されるといった、お客様の

声を反映できるような一体感ある物づくりや街造りが大いに期待されます。
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Ｃ.　当期の特有な事項(新規)

①　一戸建ての本格化(再生案件)

　　第一次取得者が購入主体の茨城県藤代、千葉県大網に加えて遅れていた埼玉県小川町において、今期よ

り戸建事業部として本格的に販売を行っておりますが、高収益を維持しながら順調な販売であると言えま

す。

　また茨城県藤代において、新たに資産整理による再生案件として187区画の戸建用地を仕入れており、４

年計画での供給を考えております。

②　中古マンション分譲(再生案件)

　社宅や寮をリニューアルし中古分譲マンションへとコンバージョンをした第２弾目として供給した千葉

県柏の42戸は１年をかけ90％の販売実績を示しております。また並行して第３弾目である八王子39戸を手

がけており、２ヶ月で18戸と順調な販売となっております。

　手がけた３棟の実績から当事業の傾向について研究・検証を重ねており、第４弾目以降の案件に生かす

ことで、さらなる市場拡大を図って参ります。

③　収益物件の仕入(再生案件)

　収益案件については、シングルテナント、複数の既存テナント、既存の賃貸マンション、中古リニュー

アル用、新規の賃貸マンション、さいくりん、介護用、その他と言った８種の形態に分類しております。

今期に新たに７棟を仕入れ、また旧池袋本社ビルの賃貸稼動も含め現在全22棟が稼動をしております。

Ｄ.　グループ戦略

　中期経営計画からも単体での成長は卒業し、むしろグループとしての成長をいかに高められるかが今後

の戦略においても試される繋ぎの期間であるとの認識をしております。

　その上でグループの力を結集し総合的なサービスの提供・利用を通して、お客様との永続的な付き合い

を行うことを目指しながら、各社が取るべき役割を果たして行くことが重要であります。市場がより成熟

化していく中では、新規顧客獲得がより難しくなることから顧客維持に重点を移しながら持続的成長を実

現していく戦略がより必要になると思われます。

　レーベンコミュニティは、タカラレーベンが毎年新しく作り出す顧客の受け皿として常に情報の貯蓄機

関としての役割を果たしていることから、グループの重要な位置づけを担うとともに窓口として購入者の

相談・要望に大いに役立つことが要求されます。さらにその中で受託管理戸数の大幅な増加を目指しなが

ら、グループ内での第２のコア事業に早く育つことが要求されております。また購入者のリフォーム相談

や物件売却等の相談件数の増加も見られつつあり、多くの取引機会が期待されます。ISOを取得したことで、

より内部体制強化とともに社員の意識改革を図る土壌が出来つつあるように思われます。今般、定期的に

開かれる管理員の表彰式会場にて管理組合から逆に感謝の花束が贈られるという、まさに意識の表れの結

果でありそうした顧客ファンの積上げが重要な戦略であると考えます。

　タフコはつなぎ役ながら、まずは主事業として金融商品の開拓に向け検討中であります。

　タカラライブネットは、マンションの代理受託から中古物件での取り扱いに軸足を移した体制造りを図っ

ておりますが、両睨みではあるものの徐々に発揮し出してきております。

　アズパートナーズは今期から４施設を本格稼動させたなかで、急激な増加に体制が追いつかない状態が

続いたものの、マーケティングの探求と充実したサービスの提供を心がけた結果、漸くお客様に受け入れ

られ、全施設において安定的な稼動へと結びついております。今期は全施設平均で70％稼動であるものの、

早期に満室に近い稼動が可能と推定されます。また４月からは新たに文京区白山にて５施設目の稼動を計

画しておりますが、保育園とのコラボレーションが計画されており興味ある組合せとなっております。不

動産事業の取り組みも併せて行いつつありますが、特にシルバー分野における開拓については研究中であ

り大いに期待されます。
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 16,715 9,835  

２．受取手形及び売掛金 95 146  

３．有価証券 39 35  

４．たな卸資産 ※1,2 34,417 51,098  

５．繰延税金資産 237 295  

６．その他 3,189 6,032  

貸倒引当金 △10 △19  

流動資産合計 54,685 84.0 67,425 81.6 12,740

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産

(1) 建物及び構築物 ※1,2 4,532 6,434

減価償却累計額 1,768 2,763 1,858 4,576  

(2) 器具及び備品 ※１ 191 183

減価償却累計額 133 58 128 54  

(3) 土地 ※1,2 4,443 7,905  

有形固定資産合計 7,265 11.1 12,536 15.2 5,271

２．無形固定資産     

(1) 連結調整勘定  11 －  

(2) のれん  － 8  

(3) その他 ※１ 488 504  

無形固定資産合計 499 0.8 512 0.6 13

３．投資その他の資産

(1) 投資有価証券 1,170 1,074  

(2) 長期貸付金 429 42  

(3) 繰延税金資産 225 366  

(4) その他  835 694  

貸倒引当金 △7 △17  

投資その他の資産合計 2,654 4.1 2,160 2.6 △493

固定資産合計 10,419 16.0 15,210 18.4 4,791

資産合計 65,104 100.0 82,635 100.0 17,531
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前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形及び買掛金 10,528 6,981  

２．短期借入金 ※１ 5,839 14,916  

３．１年以内償還予定社債  100 －  

４．１年以内返済予定
長期借入金

※１ 15,125 10,275  

５．未払法人税等 1,595 1,322  

６．前受金 3,866 4,910  

７．賞与引当金 170 214  

８．役員賞与引当金 － 61  

９．その他 1,742 1,658  

流動負債合計 38,967 59.9 40,342 48.8 1,374

Ⅱ　固定負債

１．転換社債型
新株予約権付社債

652 345  

２．長期借入金 ※１ 10,606 24,646  

３．退職給付引当金 65 83  

４．役員退職慰労引当金 45 52  

５．その他 678 588  

固定負債合計 12,048 18.5 25,715 31.1 13,667

負債合計 51,015 78.4 66,057 79.9 15,041

（少数株主持分）

少数株主持分 5 0.0 － － △5

（資本の部）

Ⅰ　資本金 ※３ 2,116 3.3 － － △2,116

Ⅱ　資本剰余金 2,246 3.4 － － △2,246

Ⅲ　利益剰余金 9,678 14.9 － － △9,678

Ⅳ　その他有価証券
評価差額金

288 0.4 － － △288

Ⅴ　自己株式 ※４ △247 △0.4 － － 247

資本合計 14,082 21.6 － － △14,082

負債、少数株主持分及び
資本合計

65,104 100.0 － － △65,014
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前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   － －  2,270 2.8 2,270

２．資本剰余金   － －  2,400 2.9 2,400

３．利益剰余金   － －  12,426 15.0 12,426

４．自己株式   － －  △675 △0.8 △675

株主資本合計   － －  16,421 19.9 16,421

Ⅱ　評価・換算差額等         

１．その他有価証券
評価差額金

  － －  156 0.2 156

評価・換算差額等合計   － －  156 0.2 156

Ⅲ　少数株主持分   － －  － － －

純資産合計   － －  16,577 20.1 16,577

負債純資産合計   － －  82,635 100.0 82,635

株式会社タカラレーベン（8897)平成 19 年３月期決算短信

－ 18 －



(2）連結損益計算書

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　売上高 57,157 100.0 58,007 100.0 850

Ⅱ　売上原価 43,313 75.8 43,706 75.3 393

　売上総利益 13,843 24.2 14,300 24.7 456

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 7,955 13.9 8,126 14.1 170

　営業利益 5,888 10.3 6,174 10.6 286

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 12 14

２．受取配当金 21 6

３．受取手数料 89 96

４．受取報酬 8 －

５．匿名組合分配益 100 111

６．雑収入 12 244 0.4 73 301 0.6 56

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 756 804

２．雑損失 23 780 1.3 45 849 1.5 69

　経常利益 5,352 9.4 5,626 9.7 273

Ⅵ　特別利益

１．投資有価証券売却益  0 0 0.0 5 5 0.0 4

Ⅶ　特別損失

１．固定資産除却損 ※２ 64  79

２．販売用不動産評価損  74 －

３．減損損失 ※３ 769 63

４．事業所移転費用  － 43

５．その他 － 908 1.6 3 189 0.3 △718

税金等調整前当期純利益 4,444 7.8 5,442 9.4 997

法人税、住民税及び事業税 2,272 2,403

法人税等調整額 △429 1,842 3.2 △108 2,295 4.0 452

少数株主損失  18 0.0  11 0.0 △7

当期純利益 2,620 4.6 3,157 5.4 537
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(3）連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書

連結剰余金計算書

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）

（資本剰余金の部）

Ⅰ　資本剰余金期首残高 1,443

Ⅱ　資本剰余金増加高

１．新株予約権の行使による
新株の発行

717  

２. 自己株式処分差益 85 803

Ⅲ　資本剰余金期末残高 2,246

（利益剰余金の部）

Ⅰ　利益剰余金期首残高 7,406

Ⅱ　利益剰余金増加高

１．当期純利益 2,620 2,620

Ⅲ　利益剰余金減少高

１．配当金 294

２．役員賞与 53 347

Ⅳ　利益剰余金期末残高 9,678
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連結株主資本等変動計算書

　当連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高　　（百万円） 2,116 2,246 9,678 △247 13,794

連結会計年度中の変動額

新株の発行 153 153   307

剰余金の配当（注1）   △353  △353

役員賞与（注2）   △55  △55

当期純利益   3,157  3,157

自己株式の取得    △428 △428

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）      

連結会計年度中の変動額合計（百万円） 153 153 2,748 △428 2,626

平成19年３月31日　残高　　（百万円） 2,270 2,400 12,426 △675 16,421

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高　　（百万円） 288 288 5 14,088

連結会計年度中の変動額

新株の発行    307

剰余金の配当（注1）    △353

役員賞与（注2）    △55

当期純利益    3,157

自己株式の取得    △428

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額） △131 △131 △5 △137

連結会計年度中の変動額合計（百万円） △131 △131 △5 2,489

平成19年３月31日　残高　　（百万円） 156 156 － 16,577

 （注1）剰余金の配当による減少額353百万円のうち167百万円は、平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目で

あります。

 （注2）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 4,444 5,442  

減価償却費 184 255  

減損損失 769 63  

販売用不動産評価損 74 －  

連結調整勘定償却 0 －  

のれん償却額 － 1  

引当金の増加額 95 152  

受取利息及び配当金 △33 △20  

匿名組合分配益 △100 △111  

投資有価証券売却益 △0 △5  

支払利息 756 804  

固定資産除却損  64 62  

事業所移転費用  － 43  

売上債権の減少額(△増加額) 1,267 △50  

営業貸付金の増加額 △83 △188  

たな卸資産の増加額 △6,370 △15,930  

仕入債務の増加額（△減少額） 2,048 △3,547  

役員賞与の支払額 △53 △55  

その他 2,647 △832  

小計 5,710 △13,914 △19,625

利息及び配当金の受取額 26 16  

利息の支払額 △777 △1,283  

法人税等の支払額 △1,445 △2,666  

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,513 △17,848 △21,362

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △58 △64  

定期預金の払戻による収入 89 48  

短期貸付金の純増減額 11 △790  

長期貸付による支出 △380 －  

長期貸付金の回収による収入 1 80  

債券の購入による支出 △39 △35  

債券の償還による収入 39 39  

投資有価証券の取得による支出 △299 △18  

投資有価証券の売却等による収入 2 9  

有形固定資産の取得による支出 △2,991 △5,685  

無形固定資産の取得による支出 △261 △18  

その他 △3 4  

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,890 △6,431 △2,540

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 4,624 9,076  

社債の償還による支出 △100 △100  

長期借入による収入 18,468 27,871  

長期借入金の返済による支出 △18,763 △18,680  

自己株式の取得による支出 △513 △428  

配当金の支払額 △294 △354  

株式の発行による収入 2 －  

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,422 17,383 13,960

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 3,045 △6,896 △9,942

Ⅴ　現金及び現金同等物期首残高 13,529 16,664 3,135

Ⅵ　連結範囲の変更に伴う現金及び現金同
等物の増加

89 － △89

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 ※１ 16,664 9,768 △6,896
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)　連結子会社の数 ４社

     連結子会社名

        株式会社レーベンコミュニティ

        株式会社タフコ

        株式会社リライブルレーベン

　　　　株式会社アズパートナーズ

    なお、株式会社アズパートナーズ

は、重要性が増したため当連結会計

期間より連結の範囲に含めておりま

す。

(1)　連結子会社の数 ４社

     連結子会社名

        株式会社レーベンコミュニティ

        株式会社タフコ

        株式会社タカラライブネット

　　　　株式会社アズパートナーズ

    なお、株式会社リライブルレーベ

ンは、平成18年12月18日をもって社

名を株式会社タカラライブネットに

変更しております。

(2)　主要な非連結子会社の名称等

 　　 該当はありません。

(2)　主要な非連結子会社の名称等

同左

２．持分法の適用に関する事項 非連結子会社及び関連会社がないた

め、該当事項はありません。

同左

３．連結子会社の事業年度等に関

する事項

　　すべての連結子会社の決算日は、連

結決算日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法

①　有価証券

ａ．満期保有目的債券

償却原価法(定額法)

ｂ．その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

　ただし、匿名組合出資金は個別法に

よっており、詳細は「(7)その他連結

財務諸表作成のための重要な事項、

②匿名組合出資金の会計処理」に記

載しております。

①　有価証券

ａ．満期保有目的債券

同左

ｂ．その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

時価のないもの

同左

②　たな卸資産

個別法による原価法

②　たな卸資産

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法

①　有形固定資産

ａ．建物

　本社及び営業所等建物については、

定率法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額は法

人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)に

ついては定額法によっております。

　賃貸用建物については、収益との

合理的な対応を図るため、経済的使

用可能期間を見積もり、個別耐用年

数による定額法を採用しております。

　賃貸用建物の個別耐用年数は、以

下のとおりであります。

①　有形固定資産

ａ．建物

           同左

 

 

 

 

個別耐用年数(年）

鉄筋コンクリート
造り建物

40

鉄骨造り建物 30

木造建物 15

建物附属設備 15

ｂ．上記以外の有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額は法

人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

ｂ．上記以外の有形固定資産

同左

 

②　無形固定資産

　自社利用のソフトウエアについて

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

②　無形固定資産

同左

③　長期前払費用

定額法を採用しております。

③　長期前払費用

同左

(3）重要な繰延資産の処理方法 社債発行費

　支出時に全額費用処理しております。

─────────
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項目
前連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(4）重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額の当

連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

②　賞与引当金

同左

③　　　 ───────── ③　役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、支給

見込額のうち、当連結会計年度負担額

を計上しております。

(会計方針の変更)

当連結会計年度より「役員賞与に関

する会計基準」(企業会計基準第４号

　平成17年11月29日)を適用しており

ます。

これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ

61百万円減少しております。

④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

に基づき計上しております。

④　退職給付引当金

同左

⑤  役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程（内規）に基

づき当連結会計年度末における要支給

額を計上しております。

⑤  役員退職慰労引当金

同左

(5）重要なリース取引の処理方

法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(6）重要なヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、金利スワップについては特例

処理の条件を充たしている場合には特

例処理を採用しております。

─────────

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

主に当社の内規である、「デリバ

ティブ管理規程」及び「リスク別管理

要領」に基づき、金利変動リスクを

ヘッジしております。当連結会計年度

にヘッジ会計を適用したヘッジ対象と

ヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

③　ヘッジ方針

金利変動リスクの低減並びに金融収

支改善のため、対象債務の範囲内で

ヘッジを行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップにつきましては、ヘッ

ジの高い有効性があるとみなされるた

め、有効性の評価は省略しております。

(7）その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。また、資

産に係る控除対象外消費税等について

は、発生連結会計年度の期間費用とし

ております。

①　消費税等の会計処理

同左

　②　匿名組合出資金の会計処理

匿名組合出資金については、匿名組

合の財産の持分相当部分を「投資有価

証券」として計上しております。匿名

組合への出資時に「投資有価証券」を

計上し、匿名組合が獲得した純損益の

持分相当額については、「匿名組合分

配損益」に計上するとともに同額を

「投資有価証券」に加減し、営業者か

らの出資金の払い戻しについては、

「投資有価証券」を減額させておりま

す。

　②　匿名組合出資金の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負債の

評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。

同左

６．連結調整勘定の償却に関する

事項

連結調整勘定の償却については、10年

間の均等償却を行っております。

ただし、金額の僅少なものについては

発生年度に一括で償却しております。

─────────

７．のれん及び負ののれんの償却

に関する事項

───────── のれんの償却については、10年間の均

等償却を行っております。

ただし、金額の僅少なものについては

発生年度に一括で償却しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

８．利益処分項目等の取扱いに関

する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しております。

─────────

９．連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 （固定資産の減損に係る会計基準） ─────────

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。

これにより、税金等調整前当期純利益は769百万円減少

しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

─────────  （分譲マンションに係る広告宣伝費の会計処理）

　当社が個々のマンション分譲に際して支出した広告宣伝

費については、従来、費用収益対応の観点から完成物件の

引渡時に費用計上する方法を採用しておりましたが、当連

結会計年度より発生時の費用として計上する方法に変更い

たしました。

　当該変更は、近年の広告媒体がチラシ主体からインター

ネットなども含む複合的なものに変化してきたことから、

広告宣伝費と収益との直接的な対応関係が希薄化する傾向

にあるため、期間損益をより適正に示すとともに、財務体

質の一層の健全化を図るために行ったものであります。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、営業

利益、経常利益、税金等調整前当期純利益はそれぞれ781百

万円減少しております。 

─────────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は16,577百万

円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

───────── （連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と表示

しております。

───────── （連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれん償却

額」と表示しております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

 ※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は以

下のとおりであります。

 ①担保に供している資産

 ※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は以

下のとおりであります。

 ①担保に供している資産

たな卸資産 13,258百万円

建物及び構築物     1,298

器具及び備品 1

土地   2,145

無形固定資産（借地権）   224

計 16,927

たな卸資産 3,344百万円

建物及び構築物 3,563

器具及び備品 2

土地 5,468

無形固定資産（借地権） 224

計 12,603

 ②上記に対する債務  ②上記に対する債務

短期借入金 1,814百万円

１年以内返済予定長期借入金 9,655

長期借入金 3,202

計 14,671

短期借入金 173百万円

１年以内返済予定長期借入金 2,936

長期借入金 6,909

計 10,019

当社の金融機関からの一年以内返済予定長期借入

金40百万円に対して、当社代表取締役社長村山義男

が、個人として債務保証を行っております。

なお、当該債務保証について保証料の支払及び担

保の提供は行っておりません。

─────────

 ※２  保有不動産の一部を開発及び賃貸から転売へ保有目

的を変更したことに伴い、当連結会計年度において建

物及び構築物839百万円及び土地327百万円をたな卸資

産に振替えております。

 ※２  保有不動産の一部を開発及び賃貸から転売へ保有目

的を変更したことに伴い、当連結会計年度において土

地29百万円をたな卸資産に振替えております。

 ※３  当社の発行済株式総数は普通株式16,902,998株であ

ります。

 ※３  　　　　　 ─────────

 ※４  当社が保有する自己株式数は普通株式186,407株で

あります。

 ※４  　　　　　 ─────────

 ５  偶発債務(保証債務)

連結子会社以外の取引会社の金融機関からの借入金に

対する保証債務

 ５  偶発債務(保証債務)

連結子会社以外の取引会社の金融機関からの借入金に

対する保証債務

株式会社 宝ハウジング     109百万円

顧客住宅ローンに関する抵当

権設定登記完了までの住宅金

融専門会社等に対する連帯保

証債務

327

計 436

株式会社 宝ハウジング 86百万円

計        86
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前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

 ６  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づく当連結会計年

度末の借入未実行残高は次の通りです。

当座貸越極度限度額及び

貸出コミットメントの総額
9,689百万円

借入実行残高 3,399

差引額 6,290

 ６  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行８行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づく当連結会計年

度末の借入未実行残高は次の通りです。

当座貸越極度限度額及び

貸出コミットメントの総額
12,617百万円

借入実行残高 10,061

差引額 2,556
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

広告宣伝費 2,501百万円

販売手数料  455

販売促進費 1,860

外交員報酬 70

給料手当 1,067

雑給 114

賞与引当金繰入額  205

退職給付費用  16

役員退職慰労引当金繰入額 6

減価償却費 59

租税公課    360

広告宣伝費 3,220百万円

販売手数料 117

販売促進費 1,361

外交員報酬 44

給料手当 1,121

雑給 72

賞与引当金繰入額 216

役員賞与引当金繰入額 61

退職給付費用 17

役員退職慰労引当金繰入額 7

減価償却費 72

租税公課 395

販売費に属する費用のおおよその割合は61％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は39％であ

ります。

販売費に属する費用のおおよその割合は58％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は42％であ

ります。

 ※２　固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。  ※２　固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。

建物及び構築物 61百万円

器具及び備品 3

ソフトウェア 0

計 64

建物及び構築物 74百万円

器具及び備品 3

ソフトウェア 1

計 79
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前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 ※３　減損損失  ※３　減損損失

　当社グループは、当連結会計年度において、賃貸不

動産の時価下落及び賃料水準の低下、遊休資産の時価

下落により収益性が著しく低下したため、以下の資産

又は資産グループについて減損損失（ 769百万円）を

計上しております。

用途 種類  場所 金額

賃

貸

不

動

産

土地,建物 東京都練馬区 40百万円

土地,建物 埼玉県さいたま市 243

土地,建物

その他 
栃木県小山市 77

土地,建物 東京都板橋区(成増) 89

土地,建物 埼玉県児玉郡 38

遊

休

不

動

産

土地 埼玉県春日部市 8

土地,建物 東京都板橋区(大山) 140

土地 神奈川県足柄下郡 27

土地,建物 東京都板橋区(中板橋) 102

   合計 769

　また、科目別の内訳は、建物234百万円、土地534百

万円、その他0百万円であります。

　当社は、事業用資産については事業の種類毎にグ

ルーピングを行っております。

　但し、賃貸資産及び遊休資産については個別の物件

単位にグルーピングを行っております。

　遊休資産を除く事業用資産グループの回収可能額に

ついては、主に使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを６％で割り引いて算定しており

ます。

　遊休資産の回収可能額については、正味売却価値に

より測定しており、不動産鑑定評価額に基づいて測定

しております。

　当社グループは、当連結会計年度において、事業の

用に共していない遊休資産のうち、時価が著しく下落

した以下の資産又は資産グループについて減損損失

（ 63百万円）を計上しております。

用途 種類  場所 金額

遊

休

不

動

産

土地 埼玉県児玉郡 8百万円

土地,建物 東京都練馬区 55

   合計 63

　また、科目別の内訳は、建物17百万円、土地46百万

円であります。

　当社は、事業用資産については事業の種類毎にグ

ルーピングを行っております。

　但し、賃貸資産及び遊休資産については個別の物件

単位にグルーピングを行っております。

　遊休資産を除く事業用資産グループの回収可能額に

ついては、主に使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを６％で割り引いて算定しており

ます。

　遊休資産の回収可能額については、正味売却価値に

より測定しており、不動産鑑定評価額に基づいて測定

しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式　　　　　（注）１ 16,902,998 300,093 － 17,203,091

合計 16,902,998 300,093 － 17,203,091

自己株式

普通株式　　　　　（注）２ 186,407 247,538 － 433,945

合計 186,407 247,538 － 433,945

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加300,093株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものであり

ます。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加247,538株は、取締役会決議による自己株式の取得247,000株及び単元

未満株式の買取り538株によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月27日

定時株主総会
普通株式 167 10 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年11月13日

取締役会
普通株式 186 11 平成18年９月30日 平成18年12月８日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

次のとおり、決議を予定しております。

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日

平成19年６月26日

定時株主総会
普通株式 184 利益剰余金 11 平成19年３月31日 平成19年６月27日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 ※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

 ※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定  16,715百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△51

現金及び現金同等物 16,664

現金及び預金勘定 9,835百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△67

現金及び現金同等物 9,768

   ２　重要な非資金取引の内容    ２　重要な非資金取引の内容

     転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使

新株予約権行使による

資本金増加額
717百万円

新株予約権行使による

資本準備金増加額
717

新株予約権行使による

自己株式の充当額
827

上記に伴う自己株式処分差益 85

新株予約権行使による

新株予約権付社債減少額
2,348

     転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使

新株予約権行使による

資本金増加額
153百万円

新株予約権行使による

資本準備金増加額
153

新株予約権行使による

自己株式の充当額
－

上記に伴う自己株式処分差益 －

新株予約権行使による

新株予約権付社債減少額
307

    保有不動産の保有目的の変更により建物及び構築物

ならびに土地からたな卸資産に振替えた金額

1,167百万円

    保有不動産の保有目的の変更により土地からたな卸

資産に振替えた金額

29百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額　

（百万円）

減価償却
累計額　
相当額　

（百万円）

期末残高
相当額　

（百万円）

器具及び備品 210 61 149

その他 216 93 123

合計 427 154 272

取得価額
相当額　

（百万円）

減価償却
累計額　
相当額　

（百万円）

期末残高
相当額　

（百万円）

器具及び備品 307 94 212

その他 210 101 109

合計 518 196 322

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

同左

(2)未経過リース料期末残高相当額等

　 未経過リース料期末残高相当額

(2)未経過リース料期末残高相当額等

　 未経過リース料期末残高相当額

一年以内 76百万円

一年超 195

合計 272

一年以内       95百万円

一年超 229

合計 325

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

同左

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 71百万円

減価償却費相当額 71

支払リース料       99百万円

減価償却費相当額 99

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4)減価償却費相当額の算定方法

    　　　　　　　　　 同左

 ２．オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

一年以内      2百万円

一年超 5

合計 8

 

 ２．オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

一年以内 5百万円

一年超 7

合計 12

 

 (減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありません。

 (減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありません。

株式会社タカラレーベン（8897)平成 19 年３月期決算短信

－ 35 －



（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度（平成18年３月31日）当連結会計年度（平成19年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借
対照表
計上額

（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借
対照表
計上額

（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの

(1) 株式 67 549 481 74 353 278

(2) 債券 － － － － － －

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3) その他 3 9 5 － － －

小計 71 558 486 74 353 278

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の

(1) 株式 98 97 △0 98 83 △15

(2) 債券 － － － － － －

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3) その他 － － － － － －

小計 98 97 △0 98 83 △15

合計 170 656 485 173 436 263

 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

2 0 － 9 5 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1)満期保有目的の債券

割引金融債券 39 35

(2)その他有価証券

非上場株式 200 211

その他 314 425
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４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超　
５年以内
（百万円）

５年超　
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１年以内
（百万円）

１年超　
５年以内
（百万円）

５年超　
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － － － － － － －

(2）社債 － － － － － － － －

(3) その他 39 － － － 35 － － －

２．その他 － － － － － － － －

合計 39 － － － 35 － － －

株式会社タカラレーベン（8897)平成 19 年３月期決算短信

－ 37 －



（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(1）取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、金利関連では金

利スワップ取引であります。

　当社グループはデリバティブ取引を全く利用していない

ため、該当事項はありません。

(2）取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。

(3）取引の利用目的

　金利関連では借入金利等の将来の金利市場における

利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用して

おります。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段・・・金利スワップ

　ヘッジ対象・・・借入金

③　ヘッジ方針

　金利変動リスクの低減並びに金融収支の改善のた

め、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

④　ヘッジの有効性の評価方法

　金利スワップにつきましては高い有効性があると

みなされるため、有効性の評価は省略しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクは

ほとんどないと認識しております。

(5)取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 当連結会計年度（平成19年３月31日現在）

　期末残高がないため、該当事項はありません。 　当社グループはデリバティブ取引を全く利用していない

ため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、確定給付型の制度として退職一時金制度を、また、確定拠出型の制度として中小企業退職金共済

制度を併用しております。

２．退職給付債務及びその内訳

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

退職給付債務（百万円） 65 83

退職給付引当金（百万円） 65 83

３．退職給付費用の内訳

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

退職給付費用（百万円） 22 33

勤務費用（百万円） 22 33

(注)当社グループは小規模会社に該当し簡便法を採用しているため、退職給付費用全額を勤務費用としております。

４．退職給付債務の計算基礎

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

当社グループは小規模会社に該当し簡便法を採用してい

るため、該当事項はありません。
同左
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 （百万円）

　賞与引当金損金算入限度超過額 68

　貸倒引当金損金算入限度超過額 2

　未払事業税否認 125

　繰延資産否認 0

　連結上の未実現利益の消去に係る税効果 14

　販売用不動産評価損否認 30

　会員権評価損否認 63

　退職給付引当金損金算入限度超過額 26

　役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 18

　減価償却損金算入限度超過額 1

　電話加入権評価損否認 5

　減損損失 308

　その他 0

繰延税金資産小計 664

　評価性引当額 △3

繰延税金資産合計 661

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額 △197

繰延税金負債合計 △197

繰延税金資産の純額 463

繰延税金資産 （百万円）

　賞与引当金損金算入限度超過額 113

　貸倒引当金損金算入限度超過額 3

　未払事業税否認 101

　繰延資産否認 0

　連結上の未実現利益の消去に係る税効果 45

　販売用不動産評価損否認 31

　会員権評価損否認 63

　退職給付引当金損金算入限度超過額 33

　役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 21

　減価償却損金算入限度超過額 2

　電話加入権評価損否認 5

　減損損失 325

　その他有価証券評価差額 6

　繰延消費税等 22

　その他 0

繰延税金資産小計 776

　評価性引当額 －

繰延税金資産合計 776

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額 △113

繰延税金負債合計 △113

繰延税金資産の純額 662

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

(百万円)

流動資産－繰延税金資産 237

固定資産－繰延税金資産 225

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 －

(百万円)

流動資産－繰延税金資産 295

固定資産－繰延税金資産 366

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）及び当連結会計年度

（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　不動産販売事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全ゼグ

メントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）及び当連結会計年度

（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）及び当連結会計年度

（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

（関連当事者との取引）

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称又は
氏名　　

住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容 取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等

事業上
の関係

役員 村山　義男 － －

当社

代表取締役

社長

直接　

38.5％ 
－ －

債務被保証

（注）
40 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注）　当社は、銀行借入に対して代表取締役社長村山義男より債務保証を受けておりますが、保証料の支払は行なっ

ておりません。

当連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額    839円12銭

１株当たり当期純利益金額    169円33銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益額 
146円45銭

１株当たり純資産額 988円59銭

１株当たり当期純利益金額 187円77銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益額 
182円80銭

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益　　　　　　　　        （百万円） 2,620 3,157

普通株主に帰属しない金額　　      （百万円） 55 －

（うち利益処分による役員賞与金） (55) 　 －

普通株式に係る当期純利益　　      （百万円） 2,564 3,157

期中平均株式数　　　　　　　        （千株） 15,144 16,816

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額                   
  

当期純利益調整額                  （百万円） － －　

普通株式増加数                      （千株） 2,365 457

（うち転換社債型新株予約権付社債）  （千株） (2,365) 　     　(457)

（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 16,067 8,641  

２．売掛金 95 135  

３．未収入金 272 300  

４．有価証券  39 35  

５．販売用不動産 ※１ 631 3,234  

６．仕掛不動産 ※1,2 33,642 47,728  

７．共同事業出資金  － 1,944  

８．前渡金 200 307  

９．前払費用 1,951 1,060  

10．短期貸付金 － 1,107  

11．繰延税金資産 207 202  

12．その他 379 368  

貸倒引当金 △8 △1  

流動資産合計 53,480 84.0 65,064 81.3 11,584

Ⅱ　固定資産

１. 有形固定資産

(1) 建物 ※1,2 4,431 6,303

減価償却累計額 1,734 2,697 1,818 4,485  

(2) 構築物 ※１ 70 104

減価償却累計額 25 45 34 69  

(3) 器具及び備品 ※１ 176 169

減価償却累計額 130 46 124 45  

(4) 土地 ※1,2 4,443 7,905  

有形固定資産合計 7,232 11.3 12,505 15.6 5,272

２. 無形固定資産

(1) 借地権 ※１ 461 461  

(2) ソフトウェア 22 28  

無形固定資産合計 483 0.8 490 0.6 6

３. 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 1,170 1,074  

(2) 関係会社株式 98 94  

(3) 出資金 14 14  

(4) 会員権  14 14  

(5) 敷金及び保証金 537 366  

(6) 長期貸付金 429 42  

(7) 繰延税金資産 223 362  

(8) その他 25 23  

貸倒引当金 △7 △17  

投資その他の資産合計 2,506 3.9 1,975 2.5 △531

固定資産合計 10,223 16.0 14,971 18.7 4,747

資産合計 63,703 100.0 80,036 100.0 16,332
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前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形 10,340 6,544  

２．買掛金 188 436  

３．短期借入金 ※１ 5,634 14,662  

４．１年以内償還予定社債 100 －  

５．１年以内返済予定
長期借入金

※１ 15,088 10,155  

６．未払金 1,349 946  

７．未払費用 42 41  

８．未払法人税等 1,537 1,191  

９．前受金 3,650 4,165  

10．預り金 186 297  

11．前受収益 32 31  

12．賞与引当金 134 150  

13. 役員賞与引当金 － 49  

14．その他 4 －  

流動負債合計 38,290 60.1 38,672 48.3 382

Ⅱ　固定負債

１．転換社債型
新株予約権付社債

652 345  

２．長期借入金 ※１ 10,211 24,083  

３．長期未払金 290 －  

４．預り敷金及び保証金 388 588  

５．退職給付引当金 59 74  

６．役員退職慰労引当金 45 51  

固定負債合計 11,647 18.3 25,141 31.4 13,494

負債合計 49,937 78.4 63,814 79.7 13,876

（資本の部）

Ⅰ　資本金 ※３ 2,116 3.3 －  △2,116

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 2,114 －

　 ２．その他資本剰余金

　自己株式処分差益 132 －

資本剰余金合計 2,246 3.5 － － △2,246

Ⅲ　利益剰余金

１．利益準備金 92 －

２．任意積立金

別途積立金 6,200 －

３．当期未処分利益 3,069 －

利益剰余金合計 9,361 14.7 － － △9,361

Ⅳ　その他有価証券
評価差額金

288 0.5 － － △288

Ⅴ　自己株式 ※４ △247 △0.4 － － 247

資本合計 13,766 21.6 － － △13,766

負債資本合計 63,703 100.0 － － △63,703
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前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   － －  2,270 2.8 2,270

２．資本剰余金         

(1) 資本準備金  －   2,267    

(2) その他資本剰余金  －   132    

資本剰余金合計   － －  2,400 3.0 2,400

３．利益剰余金         

(1) 利益準備金  －   92    

(2) その他利益剰余金         

別途積立金  －   7,950    

繰越利益剰余金  －   4,028    

利益剰余金合計   － －  12,070 15.1 12,070

４．自己株式   － －  △675 △0.8 △675

株主資本合計   － －  16,065 20.1 16,065

Ⅱ　評価・換算差額等         

１．その他有価証券
評価差額金

  － －  156 0.2 156

評価・換算差額等合計   － －  156 0.2 156

純資産合計   － －  16,221 20.3 16,221

負債純資産合計   － －  80,036 100.0 80,036
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成17年４月１日

    至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日

    至　平成19年３月31日）
対前年比

区分 注記
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　売上高

１．不動産販売高 54,078 53,620

２．不動産賃貸収入 594 852

３．その他収入 235 54,907 100.0 140 54,614 100.0 △293

Ⅱ　売上原価

１．不動産販売原価 41,059 40,098

２．不動産賃貸原価 352 41,412 75.4 588 40,686 74.5 △725

売上総利益 13,495 24.6 13,927 25.5 432

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 7,875 14.3 7,934 14.5 58

営業利益 5,619 10.3 5,992 11.0 373

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 10 11

２．受取配当金 21 6

３．受取手数料 87 93

４．受取報酬 45 1

５．匿名組合分配益 100 111

６．雑収入 27 293 0.5 108 332 0.6 38

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 752 794

２．雑損失 22 774 1.4 43 837 1.6 62

経常利益 5,138 9.4 5,487 10.0 349

Ⅵ　特別利益

１．投資有価証券売却益 0 0 0.0 5 5 0.0 4

Ⅶ　特別損失

１．固定資産除却損 ※２ 52 79

２. 販売用不動産評価損 74 －

３．減損損失 ※３ 769 63

４．事業所移転費用 － 896 1.7 43 186 0.3 △710

税引前当期純利益 4,242 7.7 5,306 9.7 1,064

法人税、住民税及び事業税 2,186 2,238

法人税等調整額 △441 1,744 3.2 △43 2,194 4.0 450

当期純利益 2,497 4.5 3,111 5.7 614

前期繰越利益 717 －  

中間配当額 146 －  

当期未処分利益 3,069 －  
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売上原価明細書

１．不動産販売原価

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

仕入土地代 13,859 33.8 14,379 35.9

外注建築費 26,166 63.7 24,750 61.7

その他 1,033 2.5 968 2.4

不動産販売原価 41,059 100.0 40,098 100.0

　（注）　原価計算の方法は個別原価計算によっております。

２．不動産賃貸原価

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

租税公課 98 27.9 115 19.6

減価償却費 107 30.4 176 30.1

維持管理費 147 41.7 296 50.3

不動産賃貸原価 352 100.0 588 100.0
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(3）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

利益処分計算書

前事業年度
株主総会承認年月日
（平成18年６月27日）

区分
注記
番号

金額（百万円）

Ⅰ　当期未処分利益 3,069

Ⅱ　利益処分額

１．配当金 167

２．役員賞与金 49

（うち監査役賞与） (0)

３．任意積立金

別途積立金 1,750 1,966

Ⅲ　次期繰越利益 1,103
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株主資本等変動計算書

　当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円） 2,116 2,114 132 2,246 92 6,200 3,069 9,361 △247 13,478

事業年度中の変動額

新株の発行 153 153  153      307

別途積立金の積立（注1）      1,750 △1,750 －  －

剰余金の配当（注2）       △353 △353  △353

役員賞与（注1）       △49 △49  △49

当期純利益       3,111 3,111  3,111

自己株式の取得         △428 △428

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

          

事業年度中の変動額合計
（百万円） 153 153 － 153 － 1,750 958 2,708 △428 2,587

平成19年３月31日　残高
（百万円） 2,270 2,267 132 2,400 92 7,950 4,028 12,070 △675 16,065

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円） 288 288 13,766

事業年度中の変動額

新株の発行   307

別途積立金の積立（注1）   －

剰余金の配当（注2）   △353

役員賞与（注1）   △49

当期純利益   3,111

自己株式の取得   △428

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

△131 △131 △131

事業年度中の変動額合計
（百万円） △131 △131 2,455

平成19年３月31日　残高
（百万円） 156 156 16,221

 （注1）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

 （注2）剰余金の配当による減少額353百万円のうち167百万円は、平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目で

あります。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

(2)子会社株式

移動平均法による原価法

(3)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

(1)満期保有目的債券

同左

(2)子会社株式

同左

(3)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

ただし、匿名組合出資金は個別法に

よっており、詳細は「８．その他財務諸

表作成のための基本となる重要な事項、

(2)匿名組合出資金の会計処理」に記載し

ております。

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

個別法による原価法 同左

３．固定資産の減価償却の方 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産

 法 ①　建物

本社及び営業所等建物については、

定率法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備は除く）につ

いては定額法によっております。

　　　賃貸用建物については、収益との合

理的な対応を図るため、経済的使用可

能期間を見積もり、個別耐用年数によ

る定額法を採用しております。

　　　賃貸用建物の個別耐用年数は以下の

とおりであります。

①　建物

同左

 

 

個別耐用年数
（年）

鉄筋コンクリート
造り建物 40

鉄骨造り建物 30

木造建物 15

建物附属設備 15

②　上記以外の有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額は法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

②　上記以外の有形固定資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(2)無形固定資産

　  自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

(2)無形固定資産

同左

(3)長期前払費用

　 定額法を採用しております。

(3)　　　 ─────────

４．繰延資産の処理方法    社債発行費

  支出時に全額費用処理しております。

   　　　 ─────────

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

(2)賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当期の負担額を計上しております。

(2)賞与引当金

同左

(3)　　　 ───────── (3)役員賞与引当金

  役員賞与の支給に備えるため、支給

見込額のうち、当事業年度負担額を計

上しております。 

(会計方針の変更)

  当事業年度より「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基準第４号　平成

17年11月29日)を適用しております。

  これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ49百万

円減少しております。 

(4)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務に基

づき計上しております。

(4)退職給付引当金

同左

(5)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程（内規）に基

づき当事業年度末における要支給額を

計上しております。

(5)役員退職慰労引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、金利スワップについては特例処

理の条件を充たしている場合には特例

処理を採用しております。

─────────

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　主に当社の内規である「デリバティ

ブ管理規程」及び「リスク別管理要領」

に基づき、金利変動リスクをヘッジし

ております。当事業年度にヘッジ会計

を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は

以下のとおりであります。

　ヘッジ手段・・・金利スワップ

　ヘッジ対象・・・借入金

(3)ヘッジ方針

　金利変動リスクの低減並びに金融収

支改善のため、対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っております。

(4)ヘッジの有効性評価の方法

　金利スワップにつきましてはヘッジ

の高い有効性があるとみなされるため、

有効性の評価は省略しております。

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

また、資産に係る控除対象外消費税

等については、発生事業年度の期間費

用としております。

(1)消費税等の会計処理

 同左

(2)匿名組合出資金の会計処理

匿名組合出資金については、匿名組

合の財産の持分相当分を「投資有価証

券」として計上しております。匿名組

合への出資時に「投資有価証券」を計

上し、匿名組合が獲得した純損益の持

分相当額については、「匿名組合分配

損益」に計上するとともに同額を「投

資有価証券」に加減し、営業者からの

出資金の払い戻しについては、「投資

有価証券」を減額させております。

(2)匿名組合出資金の会計処理

 同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 （固定資産の減損に係る会計基準） ─────────

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号　平成15年10月31日）を適用しております。

　これにより、税引前当期純利益は769百万円減少しており

ます。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

 

 

 

─────────

 

 

 （分譲マンションに係る広告宣伝費の会計処理）

　当社が個々のマンション分譲に際して支出した広告宣伝

費については、従来、費用収益対応の観点から完成物件の

引渡時に費用計上する方法を採用しておりましたが、当事

業年度より発生時の費用として計上する方法に変更いたし

ました。

　当該変更は、近年の広告媒体がチラシ主体からインター

ネットなども含む複合的なものに変化してきたことから、

広告宣伝費と収益との直接的な対応関係が希薄化する傾向

にあるため、期間損益をより適正に示すとともに、財務体

質の一層の健全化を図るために行ったものであります。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、営業

利益、経常利益、税引前当期純利益はそれぞれ781百万円減

少しております。  

─────────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月

９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は16,221百万

円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

───────── （貸借対照表）

１．「共同事業出資金」は前事業年度まで、流動資産

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当事

業年度において、総資産額の100分の１を超えたため、

区分掲記しました。

なお、前事業年度末において流動資産の「その他」

に含めて表示しておりました「共同事業出資金」は

131百万円であります。

 

２．「短期貸付金」は前事業年度まで、流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度

において、総資産額の100分の１を超えたため、区分

掲記しました。

なお、前事業年度末において流動資産の「その他」

に含めて表示しておりました「短期貸付金」は14百

万円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は以

下のとおりであります。

(1)担保に供している資産

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は以

下のとおりであります。

(1)担保に供している資産

販売用不動産 33百万円

仕掛不動産 13,224

建物 1,297

構築物      1

器具及び備品      1

土地  2,145

借地権 224

計 16,927

販売用不動産 50百万円

仕掛不動産 3,152

建物 3,509

構築物 53

器具及び備品 2

土地 5,468

借地権 224

計 12,461

(2)上記に対する担保付債務 (2)上記に対する担保付債務

短期借入金  1,814百万円

１年以内返済予定長期借入金 9,655

長期借入金 3,202

計 14,671

短期借入金 44百万円

１年以内返済予定長期借入金 2,936

長期借入金 6,909

計 9,890

　当社の金融機関からの一年以内返済予定長期借入

金40百万円に対して、当社代表取締役社長村山義男

が、個人として債務保証を行っております。

　なお、当該債務保証について保証料の支払及び担

保の提供は行っておりません。

─────────

※２  保有不動産の一部を開発及び賃貸から転売へ保有目

的を変更したことに伴い、当事業年度において建物839

百万円及び土地327百万円を仕掛不動産に振替えてお

ります。

※２  保有不動産の一部を開発及び賃貸から転売へ保有目

的を変更したことに伴い、当事業年度において土地29

百万円を仕掛不動産に振替えております。

※３  授権株式数及び発行済株式総数  ※３  　　　　　 ─────────

授権株式数 普通株式 62,000,000株

発行済株式総数 普通株式 16,902,998株

※４  当社が保有する自己株式数は普通株式186,407株で

あります。

 ※４  　　　　　 ─────────

 　５  偶発債務

       次の関係会社等について、金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。

 　５  偶発債務

       次の関係会社等について、金融機関からの借入に

対し債務保証を行っております。

株式会社 宝ハウジング  109百万円

株式会社 タフコ 242

株式会社 アズパートナーズ 284

株式会社 リライブルレーベン 56

顧客住宅ローンに関する抵当権

設定登記完了までの住宅金融専

門会社等に対する連帯保証債務

327

計 1,018

株式会社 宝ハウジング 86百万円

株式会社 タフコ 376

株式会社 アズパートナーズ 268

株式会社 タカラライブネット 42

計 774
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前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

   ６  配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は、288百

万円であります。

   ６  　　　　　 ─────────

 ７  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づく当事業年度末

の借入未実行残高は次の通りです。

当座貸越極度限度額及び

貸出コミットメントの総額
9,689百万円

借入実行残高 3,399

差引額 6,290

 ７  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行８行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これら契約に基づく当事業年度末

の借入未実行残高は次の通りです。

当座貸越極度限度額及び

貸出コミットメントの総額
12,517百万円

借入実行残高 10,061

差引額 2,456
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

広告宣伝費 2,609百万円

販売手数料 518

販売促進費 1,917

外交員報酬 54

給料手当 936

雑給 112

賞与引当金繰入額 185

退職給付費用 15

減価償却費 56

役員退職慰労引当金繰入額 6

租税公課 353

広告宣伝費 3,203百万円

販売手数料        164

販売促進費    1,428

外交員報酬       38

給料手当        987

雑給        68

賞与引当金繰入額        190

役員賞与引当金繰入額 49

退職給付費用       16

減価償却費       69

役員退職慰労引当金繰入額      5

租税公課        376

販売費に属する費用のおおよその割合は64％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は36％であ

ります。

販売費に属する費用のおおよその割合は60％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は40％であ

ります。

※２  固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。 ※２  固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。

建物       51百万円

器具及び備品  1

ソフトウェア  0

計 52

建物 74百万円

器具及び備品       3

ソフトウェア  1

計 79
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前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 ※３　減損損失  ※３　減損損失

　当社は、当事業年度において、賃貸不動産の時価下

落及び賃料水準の低下、遊休資産の時価下落により収

益性が著しく低下したため、以下の資産又は資産グ

ループについて減損損失（ 769百万円）を計上してお

ります。

用途 種類  場所 金額

賃

貸

不

動

産

土地,建物 東京都練馬区 40百万円 

土地,建物 埼玉県さいたま市 243

土地,建物

その他 
栃木県小山市 77

土地,建物 東京都板橋区(成増) 89

土地,建物 埼玉県児玉郡 38

遊

休

不

動

産

土地 埼玉県春日部市 8

土地,建物 東京都板橋区(大山) 140

土地 神奈川県足柄下郡 27

土地,建物 東京都板橋区(中板橋) 102

   合計 769

　また、科目別の内訳は、建物234百万円、土地534百

万円、その他0百万円であります。

　当社は、事業用資産については事業の種類毎にグ

ルーピングを行っております。

　但し、賃貸資産及び遊休資産については個別の物件

単位にグルーピングを行っております。

　遊休資産を除く事業用資産グループの回収可能額に

ついては、主に使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを６％で割り引いて算定しており

ます。

　遊休資産の回収可能額については、正味売却価値に

より測定しており、不動産鑑定評価額に基づいて測定

しております。

　当社は、当事業年度において、事業の用に共してい

ない遊休資産のうち、時価が著しく下落した以下の資

産又は資産グループについて減損損失（63百万円）を

計上しております。

用途 種類  場所 金額

遊

休

不

動

産

土地 埼玉県児玉郡 8百万円

土地,建物 東京都練馬区 55

   合計 63

　また、科目別の内訳は、建物17百万円、土地46百万

円であります。

　当社は、事業用資産については事業の種類毎にグ

ルーピングを行っております。

　但し、賃貸資産及び遊休資産については個別の物件

単位にグルーピングを行っております。

　遊休資産を除く事業用資産グループの回収可能額に

ついては、主に使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを６％で割り引いて算定しており

ます。

　遊休資産の回収可能額については、正味売却価値に

より測定しており、不動産鑑定評価額に基づいて測定

しております。

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加
株式数（株）　

当事業年度減少
株式数（株）　

当事業年度末株式数
（株）

普通株式（注） 186,407 247,538 － 433,945

合計 186,407 247,538 － 433,945

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加247,538株は、取締役会決議による自己株式の取得247,000株及び単元未満株式

の買取り538株によるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額　

（百万円）

減価償却
累計額　
相当額　

（百万円）

期末残高
相当額　

（百万円）

器具及び備品 67 23 43

その他 144 68 76

合計 211 91 120

取得価額
相当額　

（百万円）

減価償却
累計額　
相当額　

（百万円）

期末残高
相当額　

（百万円）

器具及び備品 116 44 71

その他 124 63 61

合計 240 107 132

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め支払利子込み法により算定しております。

同左

(2)未経過リース料期末残高相当額等

　 未経過リース料期末残高相当額

(2)未経過リース料期末残高相当額等

　 未経過リース料期末残高相当額

一年以内 39百万円

一年超 80

合計 120

一年以内      46百万円

一年超 86

合計 132

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

同左

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

支払リース料     38百万円

減価償却費相当額 38

支払リース料 49百万円

減価償却費相当額 49

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4)減価償却費相当額の算定方法

　      　　　　　　　 同左

 ２．オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

一年以内      2百万円

一年超 5

合計 8

 ２．オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

一年以内  2百万円

一年超 3

合計 6

 (減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありません。

 (減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありません。

（有価証券関係）

前事業年度（平成18年３月31日現在）及び当事業年度（平成19年３月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

 繰延税金資産 (百万円)

 　賞与引当金損金算入限度超過額 54  

 　貸倒引当金損金算入限度超過額 2  

 　未払事業税否認 120  

 　販売用不動産評価損否認 30  

 　会員権評価損否認 63  

 　退職給付引当金損金算入限度超過額 24  

 　役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 18  

 　減価償却損金算入限度超過額 1  

 　電話加入権評価損否認 5  

 　減損損失 308  

 繰延税金資産合計 629  

 繰延税金負債

 　その他有価証券評価差額 △197  

 繰延税金負債合計 △197  

 繰延税金資産の純額 431  

 繰延税金資産 (百万円)

 　賞与引当金損金算入限度超過額 81  

 　貸倒引当金損金算入限度超過額 0  

 　未払事業税否認 89  

 　販売用不動産評価損否認 31  

 　会員権評価損否認 63  

 　退職給付引当金損金算入限度超過額 30  

 　役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 20  

 　減価償却損金算入限度超過額 2  

 　電話加入権評価損否認 5  

 　減損損失 325  

 　繰延消費税等 　 22  

 　その他有価証券評価差額 6  

 繰延税金資産合計 678  

 繰延税金負債

 　その他有価証券評価差額 △113  

 繰延税金負債合計 △113  

 繰延税金資産の純額 565  

 

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

(百万円)

流動資産－繰延税金資産 207

固定資産－繰延税金資産 223

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 －

 

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

(百万円)

流動資産－繰延税金資産 202

固定資産－繰延税金資産 362

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 

    法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

 

    法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 820円56銭

１株当たり当期純利益金額 161円68銭

１株当たり純資産額    967円36銭

１株当たり当期純利益金額 185円05銭

　潜在株式調整後１株当たり             139円84銭

  当期純利益金額

　潜在株式調整後１株当たり             180円15銭

  当期純利益金額

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益　　　　　　　　      　（百万円） 2,497 3,111

普通株主に帰属しない金額　　      （百万円） 49 －

（うち利益処分による役員賞与金） (49) －

普通株式に係る当期純利益　　      （百万円） 2,448 3,111

期中平均株式数　　　　　　　        （千株） 15,144 16,816

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
  

当期純利益調整額                  （百万円） － －

普通株式増加数                      （千株） 2,365 457

（うち転換社債型新株予約権付社債）  （千株） (2,365) 　     　(457)

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。
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６．その他
生産、受注及び販売の状況

(1）期中契約戸数

区分

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日） 前年同期比（％）

戸数 金額（百万円） 戸数 金額（百万円）

不動産販売事業 1,849 57,352 1,691 56,820 99.1

合計 1,849 57,352 1,691 56,820 99.1

　（注）　上記金額には消費税等は含まれておりません。

(2）契約残高

区分

前連結会計年度末
（平成18年３月31日現在）

当連結会計年度末
（平成19年３月31日現在）

前年同期比（％）

戸数 金額（百万円） 戸数 金額（百万円）

不動産販売事業 1,120 34,186 1,109 37,032 108.3

合計 1,120 34,186 1,109 37,032 108.3

　（注）　上記金額には消費税等は含まれておりません。

(3）売上高の状況

区分

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日） 前年同期比（％）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

不動産販売事業 54,284 95.0 53,974 93.0 99.4

不動産賃貸事業 541 0.9 748 1.3 138.4

不動産管理事業 1,007 1.8 1,220 2.1 121.2

その他事業 1,323 2.3 2,063 3.6 155.9

売上高合計 57,157 100.0 58,007 100.0 101.5

　（注）　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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